
●今後２０年間の公共施設整備に係る財政シミュレーションについて 

市では、市役所や学校、スポーツ施設、公園など、市民生活を支える公共施設について、今後実施しうる更新

や整備を見据え、将来の財政負担を確認するための試算を行いました。 

この試算は、今後 20年間に想定される公共施設の更新などを実施した場合に必要となる費用や、市が負担

する費用、借入金の返済額がどのように推移するかを見通すものです。 

 

〇試算を行った目的 

公共施設には、建設から長い年月が経過し、改修や建て替えなどを検討する時期を迎えるものがあります。

一方で、こうした整備には多額の費用がかかり、同じ時期に多くの事業を進めると、市の財政に大きな負担が生

じるおそれがあります。 

そこで、今後必要となる可能性のある事業について、費用負担が特定の時期に集中していないか、将来の市

の財政にどのような影響が見込まれるか検証を行うために、試算を行いました。 

 

〇試算から見えてきたこと 

試算の結果、今後 20年間のうち、令和 13年度頃から令和 20年度頃にかけて施設整備に関する事業が

集中する可能性があることが分かりました。 

この期間には、市が負担する費用や借入金の返済額が増加し、毎年度の予算だけで必要な費用を賄うことが

難しくなるおそれがあります。また、施設整備のために活用できる財源にも限りがあることから、すべての事業を

現在の想定どおりに進めることは困難であると考えられます。 

 

〇考え方 

市民生活への影響や必要性、緊急性などを踏まえながら、次のような視点で検討をする必要があります。 

 

・実施する事業の優先順位を整理し、実施時期の再考を検討すること 

・活用できる国・東京都の補助や、市の財源を効果的に活用すること 

・施設の統合や再編により生じる土地・建物の活用もあわせて検討すること 

・市民生活や福祉の向上に特に必要な施設の整備を優先して検討すること 

 

 

なお、今回のシミュレーションは、現時点で把握できる情報や制度を前提とした見通しです。将来の物価の動

き、補助制度、事業の内容や時期などによって、実際に必要となる費用は変わる可能性があります。 

市では、今後も必要な情報を整理しながら、将来にわたり持続可能な市政運営と、公共施設の適切な整備に

努めてまいります。 
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